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令和４年度 第２回府中市子ども・子育て審議会議事録 

 

▽日 時 令和４年７月１３日（水） 午後２時～ 

▽会 場 北庁舎３階 第１・２会議室 

▽参加者 委員側  汐見会長、平田副会長、森委員、三木委員、臼井委員、植松委員、佐

藤委員、田中委員、筒井委員、中田（徳）委員、畑山委員、林委員、蟇

田委員、藤咲委員、和田委員、山崎委員（１６名） 

     事務局側 石川子ども家庭部長、中村子育て応援課長、阿部子育て応援課長補佐、

石田子ども家庭支援課長、武澤子ども家庭支援課長補佐、酒井保育支

援課長、平澤保育支援課長補佐、宮崎児童青少年課長、福嶋児童青少

年課長補佐、向山障害者福祉課長、古田障害者福祉課長補佐、木佐貫

子育て応援課推進係長、小野子育て応援課指導検査担当主査、石川子

育て応援課母子・父子自立支援担当主査、中村子ども家庭支援課管理

担当主査、稲葉保育支援課管理係長、西井保育支援課支援計画係長、

大内保育支援課認定給付係長、井上児童青少年課青少年係長、福永児

童青少年課健全育成担当主査、河野子育て応援課推進係職員、江口子

育て応援課推進係職員（２２名） 

▽欠席者 及川委員、久保委員、中田（公）委員、目時委員（４名） 

▽傍聴者 なし 

 

 

事務局 

 皆さん、こんにちは。委員の皆様におかれましては、お忙しい中、そして足元のお悪い中、

本審議会にご出席頂き、誠にありがとうございます。ちょうど定刻になりましたので、ただ

いまより令和４年度第２回府中市子ども・子育て審議会を開催いたします。 

 まず資料の確認をさせていただきます。 

 

（※事務局 資料確認） 

 

 引き続きまして、事務局より２点ご報告がございます。１点目、本日の委員の出欠状況に

ついてです。本日欠席のご連絡を頂いている委員さんにつきましては、及川委員、久保委員、

中田公留実委員、目時委員の４名でございます。なお、本日の会議は委員全２０名のうち、

１６名の委員さんにお集まりいただいておりまして、出席の人数が過半数に達しております

ので、府中市子ども・子育て審議会条例第８条第２項に基づきまして、有効に成立すること

をご報告させていただきます。 

 ２点目、本日の審議会の傍聴についてです。府中市附属機関等の会議の公開に関する規則

によりまして、７月１日号の「広報ふちゅう」及び市のホームページで傍聴の募集をいたし

ました。本日、傍聴はございません。 

 それでは次第の２「議題」のほうに移らせていただきます。それでは、ここから先の議事
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進行につきましては、会長にお願いしたいと思います。会長、よろしくお願いいたします。 

 

【次第２ 議題（１）認可保育所の欠員状況を踏まえた今後の対応について】 

 

会長 

 皆様、こんにちは。今日は大きく議題が２つございます。最初は、「認可保育所の欠員状況

を踏まえた今後の対応について」でございます。まず、事務局からこのことについての説明

をお願いいたします。 

 

（※事務局 資料１について説明） 

 

会長 

 ありがとうございました。さらに大切な論点が出てきているなという印象なのですが、今

まで保育所についてはどう待機児を解消するかということが基本テーマだったのですが、０

歳、１歳、２歳については引き続き、まだ待機児が埋まる可能性が否定できないものの、３

歳、４歳、５歳については、もう既にあちこちで定員が埋まらないという状況が起こってお

りまして、次第に定員の削減を行っていく必要があるのではないかということです。その際

に公立の保育園と私立の保育園で、公立のほうを柔軟に調整する役割を担っていただいて、

私立については保育の質の向上のために定員を削減したいというときについては相談に応じ

るということで、目安はまず公立から調整をどうやってするかという話かなと思って、お伺

いしていました。 

 そろそろ時代が変わってきたということでしょうかね。国のほうの会議でも、待機児問題

は、もう地方都市では、現実には逆に定員割れがあちこちで起こっていて、公立の中にはも

うやっていけないという感じで法人を誰か買ってくれないかなど、そういうことがあちこち

で起こっています。そういう相談が私のところに幾つも来ています。都市部でも０歳、１歳、

２歳をやっていた、０歳があちこち空きがいっぱいある、それから３歳、４歳についても空

きが少しずつ出始めていて、東京辺りはあと１、２年で数の上では待機児問題はほぼ解消す

る傾向にあると思います。ということで、この２０年ぐらい保育行政の当初一番のテーマで

あった待機児問題の解消ということが歴史から消えていってしまってしまう。今度は逆に空

きをどう処理していくのか、そういうことにテーマが移っているわけです。府中としてもど

う対応していくのかということも、また今までと違ってくると思います。ご自由に、このこ

とについてご質問も含めて意見を頂ければと思います。多分これは、認証保育所というのは

入っていません。認可保育園、都が認可しているところですね。ご質問で結構ですので。 

 

委員 

 では１つ、いいですか。定員の調整ということですが、その定員に満たなかったら満たな

いままじゃ駄目なのかどうか。定員が決まると、例えば建替えのときの補助金に影響すると

か、そういう意味合いなのか。それと定員を事情を聞いて少なくしたときにまた上げるのも

ありだよということがあるのですけれども、これは補助金の問題なのかなというのが１つ。 
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 あと、うちのほうは５地区なのですが、国分寺に囲まれているのです。それで隣接したと

ころの人たちも通いたいのですが、もう最初からそこへは入れないというお話だったのです。

ですけれども、２次募集だとか定員割れがでてきたときには、許可が出るとか出ないとかい

うのがあるのですけれども、うちの５地区、特に最北端ですから違う保育園が現実なのです

が、確かに今年大きく割れこんでいるのは事実なのだけれども、隣接のところで行きたい人

たちがいるのです。その人たちが割と利便性が悪くて、話を聞くと国分寺は府中に通わせる

と、とても後から手厚いので行ってくれたほうがいいくらいの話があるのだけれども、そこ

ら辺はどうなのかちょっと教えていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

会長 

 今のご質問で何かありますか。 

 

事務局 

 今回の取組の趣旨としましては、補助金の絡みというよりも、欠員が生じており、施設運

営が難しくなってくることを防ぐというところの目的で、公立を使って各施設の空き定員が

生じないように、運営が継続して行っていけるように環境を整えるというところが趣旨にな

ってございます。以上でございます。 

 

委員 

 そのことについては意味は分かるのですけれども、増やすわけにはいかない、定員を下げ

て満所にするではないですけれども、いっぱいだと利点があって、減っていると運営ができ

なくて。定員にいっていると運営ができるということなのですか。だから定員を下げて数字

を合わせると大丈夫という、そういう意味合いなのですか。 

 

事務局 

 単純に欠員が生じていると、施設運営母体に入ってくる運営費の関係が不足してしまって

いる状況になってしまうというところが、運営に対しても適正な環境を整えられていないと

いうところになります。併せて、定員に合わせて職員数を配置しておかなければならないと。

例えば欠員が常時発生しているところですと、募集定員に合わせて職員を常時雇用しておか

なければならない状況が生まれるということで、経営としても非常に苦しくなるという面も

ございまして、そこの長期的に運営が難しくならないように公立保育所の定員の削減をして、

定員が適正に変えられるようにということでございます。 

 

委員 

 すみません、自治会のほうから出ているので、あまり専門的なことは分かりませんが、定

員が１００名で募集が８０名で、今回２０名減ります。それは人件費の問題を削れるからい

いものなのか。今度は８０名に定員を下げて８０人集まったということは、人件費が違うよ

というだけなのか、定員を満たしていれば補助金がちゃんと出るけれども、下回っていると

ころにはちょっと違うのだという、そういう意味合いなのか。それだけ教えてもらえると。 
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会長 

 ちょっと説明いたします。今の話については、例えば１００人といたしますと、そうする

と基本的なお金は法定価格というものがございまして、人数分に合わせて１人何十何万円と

いう形でお金が行きます。したがって、５００人の定員だったら実数に合わせますけれども、

実際には１００人や１０２人などになっていますよね。そうすると、０歳児だと１人二十何

万円か、５歳児になると安くなっていくのですけれども、その子どもたちのお金が計算して、

来るのです。ところが例えば０歳児の定員が１２名とします。１２名ですと１名二十何万円

来るので、毎月二百何十万円のお金が０歳児用に来るのです。それ以外も施設はいろいろあ

るのですけれども。主に子どもの数に合わせた法定価格が来るのです。ところが、職員のほ

うは定員が１２人だとしたら、３人に１人ですから職員４名雇わなければいけない。最初か

ら４人を基本的には雇っておかなければいけないのです。ところが今、０歳児に起こってい

ることは、あちこちで３人しか入っていません、５人しか入っていません。そうすると、実

員ベースでお金が来ますから３人分しか来ないのです。ところが職員は４人確保しておかな

ければならないから、その人たちの給料を毎月払わなければいけないのです。そうしますと、

０歳児で来るお金が７０、８０万で、給料が百何十万円出さなければいけないとなると、１

年間で何百万円の赤字になるということで、それだったら初めから０歳児は途中からまた申

込があるのです。それは全部受けなければいけなくなっていますから、最終的に３人ではな

くて、５人になったよ、７人になったよとなるけれども、１２人の定員が埋まらなかったら、

その分は全部赤字になってしまうわけなのです。ということで、できたらもう１２人ではな

くて９人にして、１人の先生を雇わなくて済むようにしたら赤字が減るという形で、あちこ

ちの園が今、四苦八苦しています。それ以外もいろいろな費目があるのですけれども、基本

的には実数人数に合わせたお金しか来ないのです。職員は全員、その定員に合わせて雇って

いかなければいけないし、いろいろな施設はその定員ベースで作っていかなくてはいけない。

ということで来る人の数が減ると、入ってくるお金が少しずつ減っていきますから、運営が

非常に難しくなる。そういう構造になっています。 

 

委員 

 すみません、ありがとうございます。今の話は重々よく分かりました。ただ、０歳児は何

月に生まれてくるか分からないのに、年度初めで決める。 

 

会長 

 それは非常に悩ましい。 

 

委員 

 難しいですよね。下げたけれども入れないという。実際探すのも今、大変というのをお聞

きしています。それで、最後にもう１つ言った、隣接したところとの、他市から入園させる

ということはやはり難しいということなのですか。 
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事務局 

 今まで定員と運営費の補助の関係につきましても、少し補足で説明させていただきたいの

ですが、今回行われます３歳児から５歳児については、私立保育園さんの空き状況があると、

会長がご説明いただいたように、その人数分で増える補助分が減ってしまうので、公立保育

所のほうが柔軟に対応できることから、公立保育所が減りますとその分、私立さんに人が回

る可能性もあって、それによって埋まれば、補助のほうが、人数が増えるというのも見込み

まして、このような形になっています。 

 あともう１つの、管外、市外の方の申込みなのですが、待機児童が生じています０歳児か

ら２歳児につきましては、市民を優先するために申込を頂けない形で現状取り扱っているの

ですけれども、ただ待機児童も大分解消してきております。委員さんがおっしゃられたよう

に、北部の武蔵台の辺りなどでは結構空きも生じていますので、そこをちょっと柔軟に申込

みができるような仕組みなどを取り入れていかなければならないなというのを課題として持

っていまして、今、検討している最中でございます。以上になります。 

 

委員 

 ありがとうございます。そうなるといいなと思うのですが。公立保育園で柔軟にするとい

っているのですが、情報がはっきりしていないのですけれども、市内の認可の保育園のほぼ

全てが定員を割っているというお話だったので、その域ではないのだろうなと思うし、定員

をどうしますかと言われても、経営状態が駄目だったら減らしていいのではないですかと言

わざるを得ないのが答えかなと。今日はどういう答えが出てくるか、ちょっと楽しみにして

います。ありがとうございました。 

 

会長 

 今日議論していただきたいことは、多分減っていくだろうと。その場合に民間保育園の場

合は、公立のほうから削減していって、例えば今まで２５名募集した３歳児、５歳児を、そ

れを２０名にするとか１８名にするとかして、そうするとそこは埋まって、場合によっては

入れなくなるところがあったときに、その分はもう私立に行っていただきたいという形で、

私立が子どもの減少のあおりをばっとくらうのを少し緩和したいと、そういう方針でやりた

いと、それが今回の提案の趣旨なのです。 

 おっしゃるように、子どもの数が減っても来るお金、先生のお給料で苦労するということ

をしなくても済むようにするやり方はないわけではないのです。それは今、学校がやってい

るやり方なのです。学校は今年の子どもの数が少ないから先生の給料を減らす、そんなこと

をしなくてもいいのです。これ義務教育というやり方のメリットなのです。だから本当に田

舎のほうや、離島の小さなところでも先生の給料は高いのです。だから、わざわざそういう

ところに行く人もいるのです。そういうメリットもあるということで、私などは個人的には、

保育園は幼稚園も含めて義務教育にすべきと思います。ОＥＣＤなどは義務教育。要するに

子どもの数の減少によって、もう本当に会社が潰れると、そういうことがなく安心して運営

できるシステムに変えるべきだという議論を世界的にはしているのですけれども、日本はま

だそこは議論していません。委員、お願いします。 
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委員 

 保育園の欠員の問題については、認証保育所ももちろん深刻な問題になっていまして、府

中市でももう空きが結構増えているという状況になっています。そんな中で、東京都認証保

育所ですから東京都の制度なのですけれども、東京都が今年打ち出した今後の認証保育所の

役割の一部、認証保育所の空きを利用して学童保育、いわゆる学童を受け入れると。これ実

際やると区分けをしなければいけないとか、専門の職員を置くとか、かなりハードルが高い

のですけれども、実際には空きスペースが出たらそうやって利用するというアイデアが出て

きていまして、今、準備中ということだと思うのです。ここでも認可保育園の定員を削減す

るということになると、空きスペースができますよね。その中でその利用というのも、今後

の話かと思うのですけれども、何かアイデアとして考えられていることがあるかどうかとい

うのを伺いたいと思います。 

 

会長 

 それについてはどうでしょうか。 

 

事務局 

 お答えいたします。定員を削減した枠の、そのスペースの活用方法については、今回の取

組とはまた別のものとして、保育の質の向上につながるような取組を今後検討して進めてま

いりたいと考えているところでございます。以上でございます。 

 

会長 

 ということは空いたからといって別に使うのではなくて、保育の質を向上させるための

様々な環境づくりに使いたいと。 

 

事務局 

 会長、ちょっと補足をさせていただきます。保育の質というところの具体的な対応が、説

明が足りていませんでした。障害児の対応やケア児の対応を検討しているのですけれども、

そういった個別の保育が必要になる児童さんの対応に活用していきたいなと考えているとこ

ろでございます。 

 

会長 

 事前に事務局に伝え届けたと思うのですけれども、言うのを忘れたなと思って、今、反省

しているのですが、昨年厚生労働省の保育課で、定員割れがどんどん起こってくる状況が始

まったときの保育所の在り方についての検討会を開いているのです。名前は「地域における

保育所と保育士の在り方についての検討会」なのですが、それが昨年１２月に報告書を出し

ています。そのときに定員割れが起こる保育所については、幾つかの案を出していて、その

中に学童をもっとやるべきだというのが入っています。それから、公立と私立については、

公立と私立が一緒に運営するという保育園をどんどん作るべきだというのも入っています。

だから、民営化なのだけれども、大事な、大変なところは全部公立が担って、保育の実際の
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ところは私立で担う公私一体型保育園を作るなど幾つか書いてあるのです。これについては、

もし必要でしたら事務局から皆さんに参考資料として、その報告書だけは簡単に読めますの

で、１７、１８ページの文章ですから送っていただくことをやってもいいかなと思ったので

すが。ただ、そういう議論はあちこちで始まっていまして、おっしゃるように東京都も認証

保育所については、そういう議論を始めています。ですから、これから多分、今日は基本方

針を出していただいているのですけれども、実際もっと子どもの数が減ってきたら、もっと

こうしたほうがいいのではないか、ああしたほうがいいのではないかと大いに議論しなくて

はいけなくなってくると思いますので、そういう文書については時々用意いたしますので、

目を通してしていただければと思います。ちょっと用意していただけますか。 

 この数字については、前にいわゆる議論をしたときに量の見込みというところで、ある計

算方式を出したのですが、それに基づくとえらい数が少なくなってしまうのです。そうでは

なくて、実際は量の見込みといっているその数字は実数なのです。実際保育を受けるときの。

上が定員なのですね。その差が二百三十幾つとなっているのですが、その関係は量の見込み

計算をちょっとやめてもらって、実数に合わせてみたら令和５年も令和６年もあまり変わり

ませんよと。しばらくは二百何十人の定員割れで続くというのが実際の見込みだということ

です。 

 

委員 

 すみません。エリアで随分差があるなというところが、第１エリア、第２エリア辺りは０

歳児が多くて、欠員が多いのかなという感じがしておりますけれども。まず、このエリアと

いうのはどこのエリアかということを教えていただきたいです。 

 

事務局 

 支援計画の５８ページを御覧いただけますでしょうか。この５８ページに書かれました地

図で区分けされておりまして、区域のそれぞれの町名は下の方に記載されております。 

 

委員 

 分かりました。ありがとうございます。このエリアの傾向というのはこのまま今後も続い

ていくのでしょうか。それとも年によって変わっているのでしょうか。 

 

事務局 

 年によって変わるところもあるのですが、市の中心部は比較的空きが生じない状況で、府

中駅や府中本町駅の辺りの保育所さんにお預けになって、そのまま電車に乗って通勤すると

いうことが可能なので、府中駅の３、４は少ない状況で、それ以外の１、２、５、６につき

ましてはそれよりは多いという形が続いていくものと見込んでいます。 

 

委員 

 ありがとうございました。 
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会長 

 通勤に便利でしょうね。マンションがどこにできるかというのもありますけれども。 

 

委員 

 第５エリアなのですが一番遠くにあるので、待機児童がとても多いときには、もう一番端

っこからバスに乗ったり、車で来ていたのです。だからそれが緩んでくると、２歳、３歳過

ぎてきますと、みんな途中で変わっていってしまうのです。だから、千春のことばかり言っ

て申し訳ないのですけれども、うちの裏なものですから。本当に途中からかわいそうだなと。

では最初からずっと卒園までいてくれる、隣接の、本当に歩いて５０メートルという人たち

がみんな国分寺なのです。この子たちが来ていれば、最後まで経営もうまくいくのに、市の

ほうの割り振りで５の一番端っこのほうから「空いていますから、ここ行ってください」と

いって来た人たちが、２歳、３歳になってくるとだんだん空いてくるよというと、向こうへ

流れていってしまっていて、定員も割れてしまう。だから、社会福祉法人にそろそろ高齢者

を対象にした施設に変えるかという話もちょこっと出てきているぐらいなのですが、それを

されてしまうと、また今後、地元が困るなと思っているのですが、そういったところもちょ

っと加味していただきたいと思います。 

 

会長 

 その辺りは、高齢者のニーズがどうなっていくかということと、今おっしゃったことはと

ても大事なことで、保育所という名前でやっていて、恐らく幼児のニーズというだけでやっ

ていったら、全体がどんどん減っていって、高齢者の割合はどんどん増えていく社会になる

わけで、そこだけ１つをやっても問題は解決しないのです。地域で高齢者が孤独な生き方、

孤立した生き方をしないで、みんなが元気に生きる、そういう地域をどう作っていくのかと

いうことをそこで恐らくやっていく必要がある。そういう人たちと地域の人たちが上手に元

気に会えるというまちをどう作っていくか、セットにしていかなくてはいけない。やはり地

域のニーズ全体をもう１回見直していかなければいけない。そうすると、やはり保育園とい

うところは厨房があるところが大きなメリットです。日常的にいろいろな人が集まってくれ

て、おいしいものを食べられるようになったときには、いろいろな形で使ってくれるのです。

そのアイデアを植えるために、地域のいろいろな人とつながろうということで始まりました。

だから、東京は東京でそれが非常に面白くやれているというモデルを作っていかなければい

けないと思います。おっしゃるように、子どもだけではない、社会福祉法人が視野を広げて

いかなければいけないのだと思います。本格的で難しい問題が出てきたということなので、

これから皆さんのいろいろな知恵を頂かなくてはいけない。今日はこういう原則として、こ

ういう方針でやっていきたいという提案なのでよろしいでしょうか。 

 それでは、この認可保育園の今度の欠員状況を踏まえた今後の対応については、こういう

原則でやるということを了承していただいて、先に進めたいと思います。 

 それでは、議題の２です。「令和３年度第２次府中市子ども・子育て支援計画の進捗状況と

評価等について」。これはまた、事務局から説明をお願いいたします。 
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【次第２ 議題（２）令和３年度第２次府中市子ども・子育て支援計画の進捗状況と評

価等について】 

 
（※事務局 資料２ 施策１について説明） 

 
会長 

 ありがとうございました。今、２ページ、３ページのご説明を頂きましたが、何かご質問、

ご意見ございますでしょうか。よろしいですか。 

 利用者支援事業というのは、子ども子育て支援法というのができたときの目玉事業でして、

いろいろ子育て支援の事業をやっていても、住民がほとんど知らないのです。困ったときに

ここに行けば教えてもらえるという施設を作るということをやってこなかったので、ここに

行けばいろいろな情報がもらえるし、相談に乗ってもらえるというところを今度はあちこち

に作ろうということで、特別型と基本型とあるのです。特別型というのはもっとネットワー

クを作りましょうという行政も関わるものなのですが、基本型は相談に乗るものです。それ

をこれだけ相談件数が増えてきたというのは最初のほうで、まだまだ課題もあるということ

で、「３」という評価です。 

 総合相談事業のほうは、「たっち」をベースとする活動なのですが、そこで従来よりも相談

件数が、効果が出ているということでここも「３」です。去年度が「３」をつけていたのは

コロナで子育ての相談事業が開けなかった。だから、数字で言うと、当初の目標は全然達成

していない。でも、それはさぼっていたわけでもないということで、「２」や「１」などをつ

けるのはどうかと１回議論したのです。ちょっとそれは趣旨が違うと、歴史の中に残したと

きに、府中市はさぼっていたのだとなってしまうので、それは違うだろうということで、や

ったのだけど、どうしてもこれ以上コロナでできなかったということで、やれる限り見たら、

基本的は「３」だろうと。そのようにつけようとなったのです。そういう見方がされていま

す。今年は大分そこから進んできているということです。 

 何かございますか。委員、お願いします。 

 

委員 

 主な事業２の「子ども家庭総合相談事業」についてお伺いしたいなと思ったのですけれど

も、子育て中の方や子ども自身からの様々な相談に応じるということなのですが、実際に子

育て中の方、保護者の方と子どもと両方からの相談を受けるということなのですが、大体の

相談者の内訳は分かったりしますか。子ども自身からの相談の件数はどれぐらいなのかなと、

年齢であったりとか、内容までというと難しいかもしれないですけれども、そういったもの

も含めて、不登校なども増えているという話とかも周りで見聞きしたりするので、そういっ

た子たちの相談も増えているのかな、そういう窓口となり得ているのかなということを、保

護者も含めてですけれども、ちょっとそういった内容をもし教えていただけるなら知りたい

なと思いました。よろしくお願いします。 
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事務局 

 相談者の内訳というご質問だと思いますけれども、お子さんの相談もこちらで受けるとい

う形で、できるだけ小学校、中学校のお子さんに周知をして学校にポスターを貼っていただ

いたり、パンフを配るという取組をずっとしてきているのですけれども、児童本人の相談と

いたしましては、多いときでも２０件弱、ここ数年ですと１０件前後ぐらいのものになって

おります。お子さんがここまで来て、又はスマホから自分で連絡をするというところがなか

なか定着してこないところなのですが、やはり相談窓口としては大切なところと感じており

ますので、周知を進めていきたいと思っています。 

 お子さんは本当は身近なところで相談するのがいいのかなということと、身近なところで

相談しにくい子は「たっち」に来ていただくとか、そういう形ですみ分けをしてもいいのか

なということも感じております。あとは、相談者の内訳でさっきお子さんのほうが２０件前

後といったところなのですが、ご両親や親族というところでしっかり分けていないのですけ

れども、家族、親戚というところは大体４１０件前後になります。この中には通告ですとか、

関係機関からの連絡、相談も含まれておりますので、当事者のものや親族のものになります

とそのぐらいの数になります。以上でございます。 

 

会長 

 よろしいでしょうか。この件については、特に子どもの虐待の問題でしょうか。 

 

事務局 

 評価のほうですか。評価はもうちょっと配慮が必要なお子さんのところの施策があります

ので、そちらのほうにも出てくるのかなと思っています。 

 

会長 

 全国的には子どもへの虐待件数はすごく増えていますよね、ＤＶなどいろいろ。深刻なの

は児相扱いになるのですけれども。だから子どもが何かあったときに、ちゃんと相談できる、

訴えることができるという柔軟なシステムを作っていかないと、子どもが救えないというこ

とに。自分から言ってくるのは小学生以上ぐらいと思いますので、幼児についてはなかなか

連絡がいかない。ちょっと念頭に置いておきたいと思います。この２つについて何かござい

ませんか。 

 

委員 

 今、子どもからの相談が１０件から２０件というお話だったのですけれども、これは年間

でということですよね。年に１０件から２０件ということでございますよね。 

 

事務局 

 はい。そのとおりです。 
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委員 

 ありがとうございます。やはり先生もおっしゃいました虐待の相談ですとか、相談してく

ださいと、「たっち」に窓口がありますよとか、いろいろなチラシを見かけますけれども、本

当にお子さんたちが困ったときにどこに相談するのかなといつも思っているのですが、学校

の先生などが多いのでしょうか。その辺、どうなのかお分かりになったら教えていただきた

いなと思って。民生委員のほうでも、地域の民生委員がいますからご相談くださいというチ

ラシを、最近全部の市内の小中学生さんにお配りしたのですけれども。やはりそういう相談

を子どもさんがどこに一番できるのかなというところがすごく心配しているところなのです。

それで、もしそういうデータなどお分かりになるのでしたら教えていただきたいなと思って

います。 

あと今度「みらい」ができて、「たっち」と虐待の相談窓口は両方で大丈夫ですというお話

でしたけれども、「たっち」に今までどおりなさった場合は、「たっち」は市役所の職員さん

ではない、民間の方がやってくださると聞いていますけれども、そこに相談すると、「みらい」

の相談員さんと一緒に対応してくださるということになるわけですか。そういう形で了解し

てよろしいでしょうか。民生委員のほうに時々、「たっち」からお子さんを見守ってください

と連絡がありますけれども、それは今後、「みらい」のほうから来るということでしょうか。

両方から来るということでしょうか。その点を教えていただきたいと思います。 

 それともう１点なのですけれども、ママチャーリーズさんが協働して、応援Ｂｏｏｋ「は

っぴぃ」というのを作られたということで、私は１冊頂いて見せていただきましたけれども、

とても簡単で、小さいお子さん、子育てのお子さんのための冊子は、すごくああいう簡単な

冊子というのは読みやすいので、いいなと思ったのですけれども、「子育てのたまて箱」とい

うのは立派な本でとても内容がいろいろ入っていまして、すばらしいのですけれども、子育

て中のお母さんが今、一番欲しい情報は一部分ずつなのです。少し内容を幼児さんや幼稚園

に入ったお子さんや小学生向けなど、そういうふうに分冊して、もうちょっと手軽に読みや

すいものを作っていただけるとどうなのかなと思っていますが、その辺はいかがでしょうか。

よろしくお願いいたします。 

 

事務局 

 お子さんがどこに相談をしているかという詳細な数字を子ども家庭支援課のほうでは持っ

ておりませんので、申し訳ないのですが、また後ほど確認してあればということになります。 

 あと、虐待の対応についてですけれども、一応、子ども家庭支援センターから「みらい」

のほうに窓口が変わると市民の方や関係機関の方などに周知しています。なので通告窓口と

しては「みらい」のほうになります。ただ、やはり「たっち」で児童虐待の対応をしている

というところはかなり根ついていたところもございますので、１本目の連絡が「たっち」に

入ったとしても、そこで受け止めたときに虐待の内容だなと相談員が判断した場合は、内線

や外線で「みらい」の相談員にすぐにつなぐであるとか、来庁の場合にはすぐに「たっち」

のほうに駆けつけるという対応をしていきたいと思います。民生委員さんの見守りというこ

とになりますと、虐待と判断された場合は「みらい」の相談員が虐待対応の相談をしていき

ますので、民生委員さんへの連絡はほぼ「みらい」のほうからと思っていただいて結構だと
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思っております。以上でございます。 

 

会長 

 よろしいでしょうか。ありがとうございました。ほかにありますか。 

 

委員 

 私の子どもは今、小学校３年生で、先日の社会科見学で府中市の自治体や市場に行きまし

た。そういった見学の中で、例えば「たっち」だったりに誘導して、何か心配事があったら

ここに来てよみたいなことがあっていいのかなと思いました。学校からも都のそういう悩み

相談を受けつけますよといった書類はしょっちゅうもらってきて、相談内容は内緒にしてお

くよみたいな形のすごくかわいらしい、何かあったら書いてねみたいなのが、よく来るので

すけれども、府中からは特にないです。せっかく今、小学校３年生は府中市のことを勉強し

ているので、その学年へも何かあったらいいかなと思いました。 

 

会長 

 では、委員、お願いします。 

 

委員 

 先ほどありました虐待関係の把握というところで、私、中学校のほうへ勤めておりますけ

れども、中学校、それも本校ということになりますが、虐待関係については、子ども本人か

らの教員への訴え、それから本校については、各学年とも、いわゆる交換日記、ネーミング

がちょっと学年ごとに違うのですけれども、そこの中で記述があって、よくよく聞いてみる

とそのようなケースにつながるという把握が割合としては一番多いと思っています。それに

続いて多いのは、本校にスクールカウンセラーが２名配置されておりますので、自主的に相

談しに行って、そちらのほうから伝わってくるという形で把握する場合もありますし、生徒

本人が友人に伝え、その友人が心配して教員のほうに伝えてくるというところが、学校とし

て把握する手だてとしては主なところとなります。学校でそれを把握した際の相談先ですけ

れども、先ほどから出ております「たっち」、「みらい」、子ども家庭支援センターのほうに相

談するケースもありますし、状況によっては児相が関わっている場合には、直接的に児相あ

るいは警察というところと連携して対応に当たるという形で、日常的な把握と対応について

は行っています。以上です。 

 

会長 

 ありがとうございます。今の中学生ですけれども、子どもたちにとっては学校の先生が、

あるいはカウンセラーが一番相談しやすいということで、逆に学校の先生の仕事が大変にな

るときもあるのです。それで、日本でも少しずつ広がっていますけれども、アメリカではス

クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーという、そういうケースを処理する専門

の人が採用されています。また、その辺の状況も場合によっては私たちもどこかで勉強した

いなと思います。ありがとうございました。では、委員、お願いします。 
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委員 

 情報と相談体制ということなのですが、経験上なのですが、府中は児童館がないのです。

ないというか、文化センターの中の一部ということなのだけれども、やはりうちのほうの地

区でＰＴＡに頼んだことですけれども、中学生の彼が相談をしに行ったのが国分寺の児童館

で、よく年中来ていたと。その先生からお話を頂いて、大きな事件を解決したことがあった

のですが、そういった児童館の役割が府中の文化センターの児童館はちょっと違うかなとい

う気がしているのです。ですから、そこら辺の体制、学童の話だとか放課後の話も前回あり

ましたけれども、児童館があると全然違うかなというのが１つ。 

あと、情報の提供ですけれども、先ほど母子手帳を頂いたときの人たちで大体把握ができ

るというお話があったのですが、今、ネオブラですか、フィンランドの子育てのやり方です

けれども、母子手帳を交付した後に、訪問をまずして、初産だったら特に。それから出産ま

での間に５回ぐらい。そして出産した後、小学校に上がるまでに１５回くらいは、平均年３

回ですけれども行ってくれたり、もしくは包括支援の今回の「みらい」みたいなところでい

くと、初めての先生ではなくて、もうその人はその人とコミュニティができると。そうする

と、家庭環境が分かったり、生活環境が分かったり、今、子どもたちでも介護のお手伝いを

したりだとか状況が見えてくる。そうすると、先手が打てるのではないか。今、国から包括

支援を努力義務で置きなさいといって大分なってきたのは分かるのですけれども、もう一歩

進んで子どもの生活環境までのぞけるような。今、世田谷だとか渋谷だといろいろ始まって

いるけれども、保健師さんの人数が足りなくて、半分ぐらいしか対処ができないなどいろい

ろあったのです。そこら辺も実はこれ、府中市選出の衆議院議員の先生から、子育てが特に

専門だからというお話で伺ったのだけれども、そういったところに補助金をやるということ

になれば、国も応援してくれるという話があるので、そういうところへチャレンジしていく

のもありなのではないかなと思います。 

取りあえず、今、児童館の問題と担当を１対１で「みらい」ができれば、情報も必ず伝わ

るし、相談の様子も見えるのではないかと思います。それは最初の出産したお子さんだけで

はなくて、家族、旦那さんたちの相談も受けるそうなのです。現実的に、子どもが言い出し

たり、介護がある中で、府中の「みらい」まで行くは行く、行ったけれども担当の先生は初

めてなどというよりも、予約してでもいつもの先生がいてくれたほうがいいのではないかと

いう気がするのですが、そうなっているのかどうかというのも併せてちょっとお聞きしたい

と思います。 

 

会長 

 今の件で何かご説明等ありますでしょうか。 

 

事務局 

 すみません、２点目のほうの担当制になっているかどうかいうことになりますけれども、

まず妊婦面談をしたときに、地区担当が妊娠中からの家庭訪問や、妊娠出産後の対応が必要

なケースかどうかを確認し、妊娠中から支援が必要そうという方に関しましては、妊娠中か

ら地区担当と顔合わせをしまして、出産後も協力して相談関係ができるような形をとってい
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ます。そこでご家族の問題も出てくれば、それについても一緒に相談を受けています。ご家

族がしっかり支援されていて、特に面談上問題がない方につきましては、出産病院等の連絡

がない方には新生児訪問で様子を見るという対応をさせていただいております。お子さんに

関しては、出産等は関係なく、２、３歳とか小学校の子で相談が入った場合に、相談員が協

力して相談をしていくために、こちらも地区担当制をとっており、地区担当が相談について

その家庭を支えていくという体制を組ませていただいています。ただ、全員にそういう形を

取れる状況ではございませんので、必要な方に地区担当制というところで同じ相談員が支援

をしていていく形をとっているということでございます。 

 

事務局 

 文化センターにあった児童館につきましては、所管が子ども家庭部ではないので、ちょっ

と詳細については申し訳ないのですが、この場でお答えができないのですけれども、児童館

については、お子さんの安全な居場所を確保するというのと、あと遊びや体験活動を行うと

いうことを主要な業務としておりまして、委員がおっしゃられるような相談支援の業務とい

うのは今の府中の児童館については有していないという状況でございます。ですので、相談

については、現状は学校を経由していただくものが多い、あと教育センターのほうの教育相

談、「みらい」、「たっち」の子ども家庭支援センターのほうでの対応という形になっておりま

す。以上です。 

 

委員 

 ありがとうございます。当時は府中には児童館がないという話だったのですが、いつの間

にか、文化センターのその部分が児童館だよという形になり、小学生でやはり居場所の問題

として、そこへ行っている。だから、遊ぶ場所という居場所の問題だけだと思うのですが。

うちのほうは隣接しているので、一緒に国分寺に行っている子どもたちの面倒を見たりして

いる。その中で将来になりたいものであったり、お父さんが働いていないということであっ

たり、学校ではちょっと敷居が高くて言えないのだけれども、そこでは、いろいろな話がで

きて、すごく早期に解決したということがあるのです。そういった児童館の在り方というの

もまた、担当が違うと言われたら、子育てから外れてしまうのかなという気もするのですが。

そうなのですか、会長。 

 

会長 

 今の児童館の担当はどこの部局ですか。児童館というのはないのね。 

 

事務局 

 児童館につきましては、今、いわゆる地域コミュニティ、公民館の担当が業務を運営して

いる状況でございます。 

 

委員 

 居場所っていうことですかね。 
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会長 

 歴史的にちょっと詳しいことは分かりませんけれども、自治体によって児童館を熱心に作

っているところとそうでないところとあると思うのです。それはそのときの首長さんがどう

いう姿勢をとったかということで、そのままずっときているというところが多いのですが、

児童館というのは児童福祉法の中で子どもの施設を作れというのが１４種類あるのですが、

その中の１つなのです。中にあるのが児童館、外にあるのは児童公園というのですが、児童

公園というものが実際、今、法律的にはなくなりました。１９９０何年に実際に使っている

のは高齢者が多いので、そこを児童公園と言うのはやめて、街区公園という名前に変わった

のです。小さな公園は今、街区公園と、街の公園というのです。大きな公園が今どんどん作

られるようになってきて、子どもたちが思いっきり遊べるようなものが多摩地区でできてき

ているのですけれども、建物の中にできているところがちょっとまだ少ないのです。今、大

体全部で公立が二千数百か所、民間で経営しているのが二千か所ぐらい。昔は東京には民間

でやっているところが１つしかなかったのですね。今はもうどんどん民間で運営している形

で、もしやるとしても市の財政が困難で、新しく児童館は簡単にはできないかもしれないで

すけれども、子どもたちがここに行ったら楽しく遊べるよという場所をもっと作っていかな

ければいけないとなるのだったら、そういうことをどこで審議するか。公民館と児童館は全

く違います。ですから、それは担当するセクションがちゃんとなかったと思うのです。児童

福祉法ですから、本来ここでやらなくてはいけない。ですから、それをどこかで本当に子ど

もたちの現状を少し丁寧に精査して、人数を測って、かなり中長期的な計画を立てながら、

児童館が本当に必要なのかどうか議論したいなと思います。おっしゃることはよく分かりま

すが、簡単に「はい、作りましょう」というわけにはいかないものですから。 

 

委員 

 主な事業の３の「子育ての情報などの促進事業」というところで、やはり着目したいのは

アクセス件数、ウエブサイトのほうが３千件増えているということは、とてもすばらしい数

字だと思います。２つお伺いというかお願いというか、なのですが、１つ目は、ママチャー

リーズさんと協働した冊子の情報などをこのウエブサイトの「ふわっと」に抜粋して載せて

いるのかどうかということを教えていただきたいのと、あと２つ目は、今回子育てサイトの

「ふわっと」を周知するという活動をすごくされているとは思うのですが、周知とともにや

はりウエブサイトの内容の充実というのを、冊子よりも早急にされることがすごくいいので

はないかと思っています。なぜならば、私たちもＮＰＯ法人で相談事業をやっていますが、

ほとんどの方が冊子よりもウエブサイトを見て、それでここに決めたと相談に来るので、や

はりその判断材料となるのかなと思いますので、その辺りを教えてください。 

 

事務局 

ウエブサイトに関しましては、小冊子の「はっぴぃ」を、昨年度、ママチャーリーズとの

協働事業で作らせていただいたのですけれども、母子手帳を発行する際や、健診のときに渡

したり、ひろばで渡したりしているのですけれども、ぱっと手に取って、子育てをしながら

ぱっとめくって見られる小冊子があればいいかなというコンセプトで作ったものです。今の
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ところは、ウエブへの転用というのはちょっと考えてはいないのですけれども、検討してい

きたいと思っています。 

 

委員 

 ありがとうございます。せっかく子育て中の方で、スマホなどでウエブ見るのが一番簡単

だとおっしゃるので、ぜひ考えていきたいなと思います。 

 

事務局 

 分かりました。ウエブのアクセス数のほうも一気に３千件増えたのですけれども、ちょう

どコロナ前が大体４万件ぐらいあって、そこからコロナの関係でいろいろな講座がなくなっ

たりしたので一時的に落ちたのですけれども、また講座が復活して３千件ぐらい伸びたのか

なというところと、周知活動の成果もちょっとあるのかなと思っております。もちろん、お

っしゃるとおり、ウエブ、スマホアプリなどで情報を得るお父さん、お母さんはたくさんい

ますので、そこの充実は切っても切り離せないところかなと思いますので、情報の充実、ア

ップデートというところは前向きに考えていきたいと思います。ありがとうございます。 

 

委員 

 伝わってこそなので、ありがとうございます。よろしくお願いします。 

 

会長 

 ママチャーリーズさんはネットのほうでやっていることはないのですか。 

 

事務局 

 ママチャーリーズさんも「てくてく府中」という情報サイトを持っていますので、そこで

独自でやられている事業だったり、府中市の事業なども掲載しております。 

 

会長 

 今おっしゃってくださったこと、とても大事で、これからどんどんネット化していきます

ので、そこにどんどん情報を提供していってほしいと思います。ありがとうございます。 

 ちょっと時間もありまして、ここはこれでよろしいでしょうか。それでは４ページをお願

いいたします。 

 

（※事務局 資料２ 施策２について説明） 

 

会長 

 ありがとうございました。４、５、６ページの施策の２ですね。この３つの事業について

何かご質問、ご意見ありますでしょうか。いずれも評価は「３」ということです。 
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委員 

 この施策の２、地域子ども子育て応援事業の要請ということで、子ども食堂について載せ

ていただいていますけれども、子ども食堂は今、やっているところとやっていないところが

ありまして、子ども食堂のほかにフードパントリー活動というのをやっているところです。

両方食堂ではあります。子ども食堂を４月から毎月、今、やっておりますけれども、フード

パントリーというのも一月おきにやっています。フードパントリーだけをやっているところ

もあれば、子ども食堂を小さくしてフードパントリーはやっていないというところもありま

すし。補助金はフードパントリーと子ども食堂と両方に、どちらかといえばフードパントリ

ー活動のほうに多く頂いています。なので、この記載の子ども食堂の活動に、フードパント

リーを含むとここに書いていただけたらと思いますが、いかがでしょうか。 

 

事務局 

 今、ご意見を頂きましたので、フードパントリーを開催されているのは報告頂いておりま

すので、その辺の記載は今、頂いたご意見に沿って、直させていただきたいと思います。以

上でございます。 

 

会長 

 ありがとうございました。おっしゃるように、子ども食堂だけではなくて、今、食材を皆

さんにお配りするというフードパントリーがかなり広がっていますので、うちのところは白

梅学園のフードパントリーがフードパントリーの拠点になっていまして、学生に配るのです。

バイトにも行けないと、食べられないという学生がたくさんいまして。近所のお百姓さんや

生協さんなど、いろいろなところが持ってきてくださって、余ったものをお配りして非常に

熱心にやっております。 

 

委員 

 子育てひろば、地域における子育て支援ということで、在宅の子育てする方々が子育てひ

ろば訪問とか、こちらに参加人数が書いてあるのですけれども、具体的にどのような内容で、

どのようなことをしているのか、それに対して参加者の評判だったり、感想だったりという

ものがどういうところで反映されているのかをお聞きしたいなと思いました。以上です。 

 

事務局 

 ご質問頂きました各ひろば事業の説明なのですけれども、まずポップコーン事業につきま

しては、府中市のボランティアさんを中心として事業を行っていただいているものでござい

まして、親子の交流で子育てをしているお父様、お母様の支援を行っております。続きまし

て、スキップのほうは、こちらは市の職員が主体として事業を行っている子育て交流ひろば

となっております。こちらは、先ほどのポップコーンとちょっと異なるところがございまし

て、市の職員でできる劇の開催ですとか、特色を入れた形で親子の方に楽しんでいただく事

業を行っております。続きまして、ほののぼなのですけれども、こちらは保護者同士のおし

ゃべり、親子で楽しめる簡単な遊びを中心に行っておりまして、４回のシリーズで継続した
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仲間づくりを支援している事業となっております。ミニほののぼ・ぬくぬく・ここんにつき

ましては、こちらは実施回数ゼロとなっておりますが、基幹保育所の「はぐ」が４か所に開

設されたことによりまして、こちらの事業は、現在実施しておりません。あおぞらにつきま

しては、住吉町公園という府中公園のところで実施しておりまして、公園に遊びにきた親子

の方々との交流を通して、子育てひろば事業を展開している部分になっております。保育所

園庭開放につきましては、公立の１２か所の保育所で園庭を使わない時間で、近所のお子様

やお母様の方が来て、園庭で遊んでいただいているところです。はじめてアートにつきまし

ては、美術館と協働して行っている事業でございます。まず、０歳児のお子様のいらっしゃ

る保護者様を対象に、美術鑑賞を頂いて、気分をリフレッシュしていただくための事業とし

て展開しているものでございます。 

利用者様からのご意見につきましては、昨年度、アンケート調査というものを行わせてい

ただきました。昨年の１０月１２日から２９日の間、回答数１６８名の方からご回答頂いて

おりまして、その中に実際に「はぐ」を利用してみてどうですかということでご意見を頂い

ております。１６８名のうち、１６５名の方から満足ということでご意見を頂いております

ので、こちらのアンケート調査で頂いた今後の取組などや実施していただきたいという声に

つきましては、今後の事業に生かして検討していきたいなと思っております。以上でござい

ます。 

 

会長 

 説明しなかったのですけれども、施策２の「地域の子育て支援」の中で、最初の地域子育

て支援事業といっているのは、これは市がやっている公立保育所を使って行っている子育て

支援です。それから、５ページに書いている子育てひろば支援事業というのは、変な言葉で

すが、国にやれと言われている、実際は市がするのですが、地域子育て支援拠点事業です。

３番目がまた、民間でやっているもの、６ページのほうは、子ども食堂さんとジャンル分け

してあります。それぞれによって、利用者が求めているものも違うのですが、皆さん、おっ

しゃってくださっているところで、実際にどういう活動をされていて、どういうニーズが満

たされているか、誰か何かあったら見に行ったりしていただければと思います。 

 よろしいでしょうか。では委員、お願いします。 

 

委員 

 すみません。事業６の「地域子ども・子育て応援事業費補助金」についてなのですけれど

も、子育てひろば実施団体さんが減っているということで、私自身も子どもが小さいときに、

地域の子育てひろば実施団体さんがやっているものに参加させていただいたのですけれども、

やはりコロナで世の中が停滞してしまったときに、実施している方たち自身が、自分たちが

高齢化によるというところでもうやめましたという方が、私が行っていたところもやめてし

まったというところが多かったのです。世の中が少し動き始めてみて、再開しないところも

多く、団体さんも減っている状況なのですけれども、市の方向としてはなくなってほしくな

いという方向なのか、なくなってしまうなら仕方ないという方向なのか、その意向を知りた

いなというのが１点。高齢化によってやめどきを探していたときに、コロナをきっかけにや
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めてしまったという団体さんも、もちろんいるのですけれども、同時に子育てがちょっと一

段落したところで、こういった子育てひろば事業みたいなことをやってみたいという方も一

定数いるなということも感じているので、もし民間のほうでも続けてほしいという意向が市

にあるのだったら、ひろばのスタートアップみたいなところも、実質的な支援なども検討し

ていただけたらいいなと思います。 

 

会長 

 そういうご意見も。こういう事業で残っている団体も、やはり少しずつ高齢化していって、

うまくいかなかったのか何かは分からないですけれども。そういう人たちの経験交流だとか、

やっていたことをみんなで励まし合う場がうまく持てていないことが多いのです。ですから、

せっかくやっているけどそろそろやめようかと言っているけど、あったほうがいいところに

若い人も入っていくような機会を作っていくなど、そういうことが大事なのだなと、今のご

意見をとても大事なことだと思いました。市でやっていることは、そんなにたくさんなくて、

職員が限られた中でやっていますから、それは、だから、私たちがそういうことをやろうと

いうことで、どこかで提案していかなくてはいけないかもしれません。ありがとうございま

した。 

それでは施策の３番、お願いします。 

 

（※事務局 資料２ 施策３について説明） 

 

会長 

 ありがとうございました。まとめて今の内容７つですね。１つは初めて評価「４」という

のが出ました。これは本当に希望が多いですのですね。 

 

委員 

 今、会長が申し上げた、主な事業１２の「産前産後家庭サポート事業」でものすごい数、

２，３１０日という数が増えています。上にあります、「家庭に援助員を派遣し」ということ

で、やはり援助の方も相当数いらっしゃるのだと思うのですけれども、何人ぐらいいらっし

ゃるのかなと思って、ちょっとそれをお聞きしたいと思います。 

 

事務局 

 こちらの事業なのですけれども、令和３年７月にレベルアップをいたしまして、利用時間

数を増やすということと、条件を撤廃しましてどの家庭にでもサービスが入るということで

事業を拡大しました。それに伴い、やはり委員がおっしゃられるとおり、現状、ヘルパーさ

んの数がかなり足りなくなるなというところがございましたので、市内の委託事業者を探そ

うと思ったのですが、受けてくださるところがいなかったものですから、民間のベビーシッ

ター協会やほかの市町村などが使っているところや、都も委託しているところの歯科協会で

登録をしている方なども利用できるようにいたしましたので、総数のほうは申し訳ないので

すが、言えない状況になっております。産後ケアの方ですと、現在のところ１０名と、あと
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は民間ですと２５ぐらいはつかわれているような形になっている、後でまた、正式な数はお

伝えできるかと思います。以上でございます。 

 

会長 

 これは事業９の「新生児訪問事業」とありますが、この訪問している方は保健師さんが多

いのですか。 

 

事務局 

 新生児訪問の訪問員ということですね。多く行っているのは、委託の助産師のほうが訪問

しておりますが、妊娠届のときに妊娠中から支援が必要で、産後も継続して支援が必要とい

う方に対しましては、妊娠中から保健師のほうがついておりますので、そういう方に対しま

しては、保健師と助産師が同行して訪問するなどの対応をしておりますので、状況によって

保健師、または助産師という形で区別しております。以上でございます。 

 

会長 

 ありがとうございます。 

 

委員 

 主な事業１１の「定期予防接種事業」ということで、こちら実績で人数が出ているのです

けれども、対象で何パーセント、要するにこちらの高い接種率と書いてあるのですが、実際、

対象でこの人数で大体どれぐらいの確立というか、何パーセントで接種をしているのか、そ

れを教えてください。 

 

事務局 

 こちらのほうなのですけれども、どれを対象にするかというところはかなり難しいのです

けれども、１つの予防接種について何年間の間に何回というところもありますので、ちょっ

と通知をした数ですとか、延べの回数というところの対象のほうは、その都度、予防接種に

よって違う形になっているのですが、延本数でいきますと、令和３年が４万８，２０１本打

っておりまして、接種率にいたしましては８８．５％になっていますが、こちらのほうは日

本脳炎のところの数は減っていたところで、例年よりは少し多い形になっております。以上

でございます。 

 

会長 

 特にないようでしたら、今、１０ページまで、目標の１のところまで皆さんにご検討頂き

ました。目標２が、今度は質の高い幼児期教育ということで、施策全体は２４まで１１ある

のですかね。ちょっと全部やっている時間がございません。次回に回すしかないのですが、

最初の、施策４の主な事業の１４、１５、１６だけ、ちょっと今日させていただけませんで

しょうか。よろしいでしょうか。目標２の質の高い幼児期教育の事業で、施策４だけお願い

します。 
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（※事務局 資料２ 施策４について説明） 

 

会長 

 ありがとうございました。保育支援者巡回支援事業と、特に特定教育・保育施設というの

は新しく子ども・子育て支援法ができてからできた言葉ですけれども、区市町村が認可して

いる認可保育園のようなところと区別される認証保育園等、そういう施設のことを指します。

そこに対して、巡回・相談、巡回支援事業と指導者検査事業というのと、２つを行ったとい

うことです。これも当初の予定どおりの実施をしたということですが、何かご意見、ご質問

ございますでしょうか。委員、何かご意見、ご質問等ないでしょうか。 

 

委員 

 質問です。事業１５の「保育施設等指導検査事業」というところの、この検査が実施され

たということなのですけれども、これは国で決められて、いわゆる定期的な例えば認証保育

所でいえば都の指導検査というのがありますけれども、これを指すのですか。それとも、市

として独自にこういうことをされているということなのでしょうか。 

 

事務局 

 市として独自にしているのもありますし、東京都と合同の検査のもあります。それも含め

ております。 

 

委員 

 分かりました。 

 

会長 

 これは将来的に今度、子ども家庭庁ができて、今、子ども基本法という法律ができて、そ

れから多分いろいろな施策が具体化されてきたときに、それぞれの市区町村にある幼児教育

施設のある種の質の確保のために、以前だったら幼児教育センターを作れという、そういう

指導が文科省からもあったのですが、なかなか実際にはそこでいろいろなところを上手に幼

児指導できる、そういう専門性のある人を確保するのが大変難しいのです。必ずしもうまく

機能していないわけです。府中市にある幼稚園、保育園、子ども園に、それぞれに研修の努

力をしていますから、そういうところとうまくリンクするような形で応援するよう、できる

なら、そういうシステムをどう作っていくのかというのは、やがてこれ、大きな壁になって

きますので。今はこういうふうにさせていただいているところがあります。 

残された「待機児童の解消」以降の施策については、次回の審議会がもう、すぐ８月の初

めにございますので、そのときに検討したいと思います。 

 今日は想定よりいろいろな意見を出していただいて、かなり中身のある議論ができたかな

と思いましたので、事務局のほうでも参考になるご意見があったのではないかと思います。

ありがとうございました。 
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 ここで閉めますけれども、何かその他について事務局からお願いいたします。 

 

事務局 

 それでは、事務局のほうから２点、連絡事項がございます。 

 １点目ですが、本日の審議会の会議録につきましては、事務局で作成しまして、後日委員

の皆様に内容確認をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 ２点目ですが、次回の本審議会の開催につきましては、先ほどお話あったとおり、来月８

月５日金曜日を予定しております。先日、本審議会の資料と併せて、開催通知を送付させて

いただきました。時間は今回と同じく午後２時からを予定しておりますのでご承知おきくだ

さい。事務局からは以上でございます。 

 

会長 

 それではどうも、今日はありがとうございました。 


